
国家公務員共済組合連合会　保健経理
民間企業仮定貸借対照表

平成27年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 2,231,530,863
未収収益 85,851
未収金 116,583,911
前払費用 68,767

　流動資産合計 2,348,269,392
　　　　　　資産合計 2,348,269,392
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 550,769,005
未払費用 105,183
未払消費税等 7,794,258
預り金 87,891
受託債権回収預り金 1,751,270,074
引当金

賞与引当金 510,555 510,555
　流動負債合計 2,310,536,966

Ⅱ　固定負債
引当金

退職給付引当金 18,147,198 18,147,198
　固定負債合計 18,147,198

　　　　　　負債合計 2,328,684,164
（純資産の部）
Ⅰ　基本金

基本金 38,000
　基本金合計 38,000

Ⅱ　剰余金
利益剰余金

積立金 10,050,153
当期利益金 9,497,075 19,547,228
　剰余金合計 19,547,228

　　　　　　純資産合計 19,585,228
　　　　　　負債純資産合計 2,348,269,392

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　保健経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日 （単位：円）

経常収益

単位組合受入金 4,420,248,653

受託業務手数料収入 400,627,964

事業外収益

受取利息 1,169,209

事業外収益計 1,169,209

　経常収益合計 4,822,045,826

経常費用

一般管理費

一般管理費 71,961,926

賞与引当金繰入 510,555

退職給付費用 332,540

一般管理費合計 72,805,021

繰入金

医療経理へ繰入 1,642,380,972

宿泊経理へ繰入 2,721,781,899

宿泊経理へ相互繰入 375,569,259

繰入金合計 4,739,732,130

　経常費用合計 4,812,537,151

経常利益 9,508,675

特別利益

　特別利益合計 0

特別損失

その他特別損失 11,600

　特別損失合計 11,600

当期利益金 9,497,075

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　保健経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 9,497,075

賞与引当金の増減額 △ 272,418

退職給付引当金の増減額 △ 1,108,160

受取利息及び配当金 △ 1,169,209

未収金の増減額 △ 20,860,723

未払金の増減額 9,251,171

未払消費税等の増減額 7,794,258

受託債権回収預り金の増減額 △ 919,837,454

その他 54,707

小計 △ 916,650,753

利息及び配当の受取額 1,196,919

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 915,453,834

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 915,453,834

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 3,146,984,697

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 2,231,530,863

科目



 重要な会計方針等 保健経理 

 

１．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てるため、支

給見込額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる金額を計上してお

ります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時の職員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生した事業年度より費用処理しております。 

退職給付引当金に関する事項は以下の通りであります。 

 

a） 採用している退職給付制度の概要 

当連合会は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

b） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付債務の期首残高 9,263,580 円 

 勤務費用 861,199 円 

  利息費用                      138,953 円 

    数理計算上の差異の発生額          18,136,675 円 

    退職給付の支払額              △1,440,700 円 

 退職給付債務の期末残高 26,959,707 円 



 

c） 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

 非積立型制度の退職給付債務 26,959,707 円 

  未積立退職給付債務 26,959,707 円  

  未認識数理計算上の差異 △9,638,309 円 

 未認識過去勤務費用 825,800 円 

 貸借対照表に計上された負債 18,147,198 円  

  退職給付引当金               18,147,198 円 

    貸借対照表に計上された負債         18,147,198 円 

 

d） 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 勤務費用 861,199 円 

 利息費用 138,953 円 

 数理計算上の差異の費用処理額      △553,616 円 

  過去勤務費用の費用処理額           △113,996 円 

  確定給付制度に係る退職給付費用          332,540 円 

 

e） 数理計算上の計算基礎に関する事項 

   当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

       割引率 0.4％ 

 

（注） 期首時点で適用した割引率は 1.5％でしたが、期末時点で再検討を行っ

た結果、割引率の変更により退職給付債務の額に影響を及ぼすと判断し、割引

率を 0.4％に変更しております。 

 

２．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

３．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。 



 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 27 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

現金・預金 

未払金 

受託債権回収預り金 

2,231,530,863

(550,769,005)

(1,751,270,074)

2,231,530,863 

(550,769,005) 

(1,751,270,074) 

－

－

－

 （＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

現金・預金、未払金及び受託債権回収預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 2,231,530,863 円 

      現金及び現金同等物 2,231,530,863 円 

 

５．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

６．重要な会計方針の変更 

 該当事項はありません。 

 


